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なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス指定管理者募集要項 

 

１ 募集の趣旨 

（１）施設の目的 

   「なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス」（以下「セミナーハウ

ス」という。）は、平成２８年度に開校したなら食と農の魅力創造国際大学校（以下

「ＮＡＦＩＣ」という。）の機能や立地を活かし、「食」と「農」の魅力を発信する

ことにより、地域の交流人口の増加を図り、中山間地域の活性化に繋げるため、ＮＡ

ＦＩＣの附属施設として設置しています。 

（２）指定管理者の募集について 

   「食」と「農」の魅力の発信拠点であるセミナーハウスの管理運営にあたり、民間

企業が有するノウハウ等を活用することにより、来訪者に対する質の高いサービスの

提供、施設及び設備の利用の促進、適切かつ効率的な維持管理の推進を図るため、以

下により指定管理者を広く募集します。 

 

２ 施設の概要 

（１）施設の名称 

   なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス 

（２）施設の所在地 

   桜井市大字高家２２２０番１（位置図 別紙１で図示） 

（３）施設の規模（敷地図、平面図 別紙２・３で図示） 

  ① 敷地面積  約１１，６００㎡ 

  ② 延床面積  ２，９１５．８４㎡   

          (内訳)  セミナー棟   １４７２．８６㎡ 

シェアルーム棟 １３９９．５８㎡ 

渡り廊下棟     ４３．４０㎡ 

  ③ 構造種別   セミナー棟   鉄骨造 ２階建て 

          シェアルーム棟 鉄骨造 ３階建て 

          渡り廊下棟   鉄骨造 ２階建て 

（４）施設概要 

  ① セミナー棟  

   ・ セミナールーム（大１室、小２室。収容人数１５０名程度）、調理実習室 

※ 調理実習室と厨房との動線改善及び運営効率化を目的として、両室間の壁

の一部を撤去し、自動ドアを設置する改修工事を実施する予定です。工事

は令和９年２月中旬頃を予定しており、応募者は当該改修後の施設状況を

前提として事業計画を作成してください。     
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・ 宿泊室（ツインルーム４０㎡１０室） 

    ・ カフェレストラン、厨房 等 

  ② シェアルーム棟 

   ・ 宿泊室（ツインルーム３０㎡１０室、シングルルーム１５㎡２０室（学生用居

室を含む）） 

・ ランドリースペース 等 

  ③ その他の施設 

    駐車場（２９台分（うち１台はおもいやり駐車場）、テラス、公衆トイレ、駐輪場

（８台）、交流広場（５８７．４㎡（うちウッドデッキ１３０．４㎡）） 等 

（５）施設の沿革 

   令和４年９月１日営業開始 

（６）施設の管理体制 

   指定管理 

（７）施設の利用状況等 

   別紙４のとおり 

 

３ 募集に際しての諸条件 

（１）管理の基準 

①  休館日 

セミナーハウスの施設のうち、セミナールーム及び調理実習室については、なら

食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス管理運営規則（以下「運営規則」

という。）において、休館日を月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和二

十三年法律第百七十八号）に規定する休日（以下「休日」という。）である場合

は、その日後において、その日に最も近い休日でない日）及び１２月２８日から翌

年の１月４日までと規定しています。 

セミナールーム及び調理実習室以外の施設については、運営規則において休館日

を定めていません。これらの施設の休館日については指定管理者の意向によること

とします。 

ただし、シングルルーム（学生用居室のみ）は休館日の設定はできません。 

②  開館時間 

        セミナーハウスの施設のうち、セミナールーム及び調理実習室については運営規

則において、開館時間を午前９時から午後９時までと規定しています。 

セミナールーム及び調理実習室以外の施設については、運営規則において開館時

間を定めておらず、カフェレストランの営業時間、宿泊施設のチェックイン、チェ

ックアウト時間及び門限等は指定管理者の意向によることとします。 

③  休館日の変更 
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       指定管理者は、県の承認を受けて上記①の休館日を変更することができます。ま

た、県に報告の上、臨時に、休館日を変更することができます。ただし、県の関係

する事業での使用については、県と協議の上、柔軟に対応してください。当該変更

に伴い利用料金収入が増えた場合であっても、指定期間中に県から支払う委託料を

減額することはありません。 

④  管理運営の基本方針 

        指定管理者は、県民が広く利用する公の施設としての性格を十分認識し、施設、

設備を清潔に保つとともに、機能を正常に保持し、利用者が安全かつ快適に利用で

きるよう適正な管理を行ってください。また、指定管理者は、本施設の設置目的に

鑑み、県及びＮＡＦＩＣや地元協議会等と連携し、「食」と「農」の魅力発信や賑

わいづくりに寄与してください。 

⑤  法令遵守等 

      管理運営業務を行うにあたっては、次の関係法令等を遵守してください。 

ア なら食と農の魅力創造国際大学校条例 

イ なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス管理運営規則 

ウ 地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

エ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

オ 消防法、水道法、電気事業法、建築基準法、建築物における衛生的環境の確

保に関する法律、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律ほ

か施設の維持管理（保守点検等）に関する法令 

カ 浄化槽法、水質汚濁防止法そのほか水質保全に関する関係法令 

キ 食品衛生法そのほか関係法令 

ク 旅館業法そのほか関係法令 

ケ 個人情報の保護に関する法律 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律第６６条の規定を遵守し、個人

情報について安全確保の措置を講じるとともに、保有個人情報の漏えい、滅

失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な

措置を講じること。 

コ 行政手続法、奈良県行政手続条例 

        指定管理者は、施設の使用承認等行政処分に相当する権限を行使するとき

は、奈良県行政手続条例第２章の規定を遵守すること。 

サ 奈良県公契約条例、同施行規則 

シ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律ほか廃棄物処理等に関する関係法令 

ス 奈良県情報公開条例ほか情報公開に関する関係法令 

セ その他関係法令等 

⑥  文書管理 
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指定管理業務を行うにあたり作成し、又は取得した文書等は、適正に管理する

とともに、作成又は取得した年度の翌年度から起算して５年間保存してくださ

い。指定期間終了後においても、保存期間が満了するまでは同様とします。 

⑦ 適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応 

指定管理者は、消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応につ

いて、県と調整のうえ、適切に実施してください。（以下、国税庁のホームページ

等を参照のうえ、各施設において適切な対応を記載する。） 

ア 登録番号、適用税率、税率ごとに区分した消費税額等を記載した適格請求書

（インボイス）を交付すること。 

イ 交付したインボイスの写しを約７年間保存すること。 

ウ 県に代わって指定管理者が施設の利用料等を徴収する場合（料金収受代行制

の場合）指定管理者が交付したインボイスの写しを県に送付すること。 

※ インボイス制度の詳細については、国税庁のホームページ等を参照してくだ

さい。 

⑧ 環境配慮 

        指定管理者は、業務の実施にあたっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの

排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正

処理に努めてください。また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン

調達）に努めてください。 

⑨ 守秘義務 

    指定管理者は、施設の管理を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らし

たり、自己の利益のために使用してはなりません。また、取得した施設利用者の個人

情報は、サービス向上や円滑な運営のため利用し、それ以外の目的で利用してはいけ

ません。 

⑩ 奈良県公契約条例に関する明示 

指定後に締結する協定は、奈良県公契約条例第２条第２号に規定する特定公契約に

該当します。 

協定書には、別紙９「特定公契約特約条項」を添付します。 

指定管理者は、奈良県公契約条例、奈良県公契約条例施行規則を遵守し、「特定

公契約特約条項」に定める事務を履行しなければなりません。 

指定管理者がこれらの条項に違反した場合は、奈良県公契約条例に基づく過料処

分及び入札参加停止措置の対象となることがあります。 

詳細は奈良県会計局ホームページに掲載する「奈良県公契約条例の手引き」を参

照してください。 

（２）指定の期間 

    令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで（３年間）とします。 
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（３）業務の範囲 

     指定管理者が行う業務の範囲は、下記のとおりとし、その詳細は、別添「なら食と

農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス業務仕様書」（以下、「業務仕様書」と

いう。）で定めるとおりとします。 

① 施設の設置目的を達成するための事業の実施に関する業務 

本施設の設置目的に鑑み、「食」と「農」に関する研修・イベント等の誘致又は企

画及び開催、宿泊室及びセミナールーム等の利用促進に取り組んでください。 

応募事業者は、設置目的を踏まえ、運営体制計画、人員の雇用・配置計画、学

習・研修の開催計画や学生用居室の管理方法等について、具体的に提案してくださ

い。また、ＮＡＦＩＣの授業及び行事等や、本施設の設置目的を達成するために県

が施設を利用する際には、優先的に利用できるよう努めてください。その他、県が

関与する事業での使用については、開館日等柔軟に対応してください。 

② 運営に関する業務 

本施設の運営にあたって、宿泊室、貸室（セミナールーム、調理実習室）及びカ

フェレストラン等の運営業務を実施してください。 

③ 施設、設備の使用承認及び利用の制限並びに利用料金の収受に関する業務 

宿泊室、セミナールーム及び調理実習室の施設及び設備等の使用申込みに対し

て、なら食と農の魅力創造国際大学校条例（以下「ＮＡＦＩＣ条例」という。）や

運営規則に基づいて使用承認を行い、利用料金の収受を行ってください。 

ア 施設使用予約申し込みの受付 

イ 施設、設備の使用申請書の受付及び承認書の発行 

ウ 施設及び設備利用料金の収受 

  令和９年３月３１日までに現在の指定管理者が行った同年４月１日以降に係

る使用承認は有効です。（利用料金の額も同様）また、同年３月３１日までに

現在の指定管理者に納付された同年４月１日以降の使用に係る利用料金がある

場合は、令和９年度からの指定管理者に当該料金が引継がれます。 

④ ＮＡＦＩＣとの連携に関する業務 

本施設はＮＡＦＩＣの附属施設であることから、シングルルームへのＮＡＦＩＣ

学生の入居や実習等の学校行事の実施等について調整が必要な場合は、ＮＡＦＩＣ

と適切に連携し、業務に支障が生じないように連絡調整等を行ってください。 

⑤ 施設、設備等の維持管理に関する業務 

施設を快適に利用できるよう、施設、設備及び備品（以下「施設等」という。）

等の維持管理、修繕及び各種設備点検等を行ってください。維持管理の対象となる

施設等は、「業務仕様書」に記載のとおりです。 

なお、指定管理期間中に利用料金収入や指定管理委託料を使用して更新または新

規取得された備品の所有権は、県に帰属します。 
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ア 施設等の維持管理業務 

・ 利用者が安全かつ快適に利用できるよう、各種法令等に基づき適切に保守

点検を実施し、必要な修繕を実施してください。 

・ 維持管理の対象となる備品（県設置備品）は、別紙６「備品リスト」のと

おりですので、適切な状態で保管・管理するなど善良な管理者の注意義務

をもって行ってください。なお、維持管理の対象となる備品以外に、指定

管理者が自ら持ち込む備品の購入・補修等に係る費用は、指定管理者が負

担するものとします。 

・ 一件１００万円以下の修繕は指定管理者の費用負担（施設管理費として支

出）により自ら実施し、一件１００万円を超える修繕については、指定管

理者から県への申し出に基づいて双方協議の上、実施者を決定します。一

件１００万円を超える修繕の実施の要否については県が判断します。 

・ なお、一件１００万円以下の修繕であっても、実施前に県へ申し出てくだ

さい。県への申し出なく行われた修繕については、すべて指定管理者が負

担するものとします。 

・ また、通常有すべき安全性を欠いている場合又は放置することにより通常

有すべき安全性を欠くおそれのある場合には、県は、一件１００万円以下

の修繕について、指定管理者にその実施を命じることがあります。 

・ 委託料に含まれる修繕費は原則として年度ごとに精算するものとします

が、指定期間の最終年度を除き、使用しなかった額を翌年度に繰り越して

使用することも可能とします。詳しくは後記（５）管理に要する経費を参

照してください。 

イ 警備業務 

ウ 清掃管理業務 

エ 植栽管理業務 

オ 害虫等の防除業務 

⑥ 自主事業の実施 

ア 自動販売機の設置及び維持管理に関する業務 

イ ＮＡＦＩＣ学生用の洗濯乾燥機の設置及び維持管理に関する業務 

ウ その他の自主事業 

           施設の設置目的を踏まえ、本施設の活性化、地域振興につながる自主事業を

積極的にご提案ください。 

    なお、自主事業の実施に要する経費は指定管理者が負担し、自主事業による

収入は指定管理者が収受するものとします。 

⑦ その他 

ア 保険の加入 
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指定管理者は、指定管理者及び県の損害賠償責任を保障する施設管理者賠償

責任保険に、指定管理者の費用負担（施設管理費として支出）により自ら加入

してください。加入いただく保険の要件は「業務仕様書」で示します。なお、

火災共済保険は県で加入します。 

イ 帳簿等の備え付け 

            指定管理業務を行うにあたっては、「業務仕様書」に記載のとおり帳簿等を

作成のうえ備え置くとともに、県から要求があったときは閲覧等に応じてくだ

さい。 

ウ 資料等の提出要求への対応 

            地方自治法第244条の２第10項の規定に基づき報告を求める場合のほか、県が

必要があると認める資料等の提出を求めた場合は、誠実に対応してください。 

エ 奈良県情報公開条例との関係 

            指定管理者から県へ提出した事業報告書等の文書は、県に対する情報公開請

求手続きを通じて情報公開の対象となります。 

オ 営業許可等の取得及び維持 

指定管理者は、指定管理業務の実施にあたり必要となる食品衛生法に基づく

営業許可その他関係法令に基づく許可、認可、届出等について、指定管理者の

責任及び費用負担により取得し、又は実施するとともに、指定期間中適切に更

新・維持してください。 

カ 年間業務計画書、事業実績報告書等の提出 

(ⅰ)年間業務計画書 

              年間の業務計画、収支計画、運営目標（目標値）、自主事業等を内容とす

る各事業年度の業務計画書を、毎事業年度開始の１ヶ月前までに提出してく

ださい。 

ただし、各事業年度開始後、年間事業計画を変更する必要が生じた場合

は、県と協議の上、年間事業計画を変更できます。 

(ⅱ)例月業務報告書 

毎月、翌月１０日までに業務報告書を提出してください。 

(ⅲ)事業実績報告書 

毎事業年度終了後、指定管理業務に関する事業実績報告書（内容として

は、管理業務の実施状況、利用状況、収支状況等を予定していますが、詳細

は別途締結する協定で明記します。）を作成し、翌年度の４月末までに提出

してください。 

(ⅳ)その他利用状況等のデータ 

施設の運営状況等を把握するために必要なデータについて、県が指定する

日までに報告してください。 
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キ モニタリングの実施 

(ⅰ)定期モニタリング 

モニタリングとしては以下のものがあります。 

・ 定例会議（原則毎月開催） 

              施設所管課、指定管理者により開催し、上記提出書類の確認のほか業務履

行確認、懸案事項への対応、指定管理者の意見・提案聴取等を行います。 

・ 連絡会議（半年ごとに開催） 

              施設所管課、指定管理者、県土・施設企画課により開催し、運営状況の確

認、課題の抽出、課題解決・運営改善への取組について意見交換等を行い

ます。 

・ 運営状況等の評価等 

指定管理者制度導入施設の管理運営状況についての評価、分析、改善事項

の指摘等を施設所管課により行います。 

既出のものを合わせ、主な提出書類としては以下のとおりです。 

・ 例月業務報告書（翌月１０日までに提出） 

・ 事業実績報告書（翌年度４月末までに提出） 

施設の管理運営上の目標の達成度合い等を検証のうえ、自己評価及び原因

分析も実施してください。 

・ 年間業務計画書（２月末までに提出） 

業務実績報告書の運営目標到達度について、１月末で中間報告をしていた

だき、業務計画書の目標設定の参考にしてください。 

・ サービスの質に関する評価シート（利用者満足度調査後１ヶ月以内に提

出） 

・ 決算書類（決算終了後１ヶ月以内に提出） 

              指定管理者（グループの場合はすべての構成員）は自社決算終了後１ヶ月

以内に賃借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計算書等を提出して

ください。 

(ⅱ)随時モニタリング 

定期モニタリング以外にも、必要に応じて随時モニタリングにご協力くだ

さい。この場合、資料の提出要求や立入調査について対応していただくこと

になります。 

(ⅲ)業務の見直し、改善指示 

モニタリングの結果を踏まえ、必要な業務の見直しを行ってください。ま

た、必要があるときは、県は改善を指示することがあります。 

ク 「利用者満足度調査」の実施及び施設サービス向上への活用 

利用者からの評価等を適切に把握するため、県からの指示に基づき「利用者
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満足度調査」を指定管理者の費用負担（運営費として支出）により自ら実施

し、施設サービスの向上に活用してください。調査の詳細は別途協議します

が、概要は下記のとおりです。 

・調査内容を県と事業者で事前に検討 

・調査対象 ：施設利用者 

・サンプル数：３００以上 

・調査方法 ：アンケート用紙（原則１枚もの）への記入 

・１ヶ月以内に調査結果を集計し、事業者が自己評価し、可能なものから改

        善 

・県へ結果をサービスの質に関する評価シートで提出 

・県と指定管理者による定例会議等で実施方法や結果をふまえた改善の取組

について確認 

ケ 施設の広報 

            施設の利用促進のため、積極的な広報を行ってください。なお、指定管理者

が作成した施設のホームページは、県のホームページからリンクします。 

コ 業務の再委託 

            指定管理者は、業務の全てを一括して第三者に委託することはできません

が、部分的な業務（清掃、警備等）は、専門の事業者に委託することができま

す。なお、その際にも奈良県公契約条例に則る必要があります。 

サ 災害時の対応 

指定管理者は、災害時等に県が緊急に避難場所として本施設を使用する必要

があるときは、県の指示により、優先して避難者等を受け入れることとしま

す。なお、これに要した費用は県が負担します。 

（４）業務の役割分担一覧表 

      県と指定管理者の役割分担の区分は次のとおりです。指定管理者の役割分担業務

については、指定管理者の費用負担により実施してください。 

業務項目 指定管理者 県 

施設等の保守点検 ○  

施設の維持管理（植栽管理、清掃

等含む） 

○  

施設等の修繕及び備品購入 ・１件１００万円以

下のもの 

・１件１００万円を

超えるもので、双方

協議により実施者に

決定したもの 

１件１００万円を超

えるもので、双方協

議により実施者に決

定したもの 



- 10 - 
 

事故、災害等による施設の修繕 責めに帰する場合 左記以外の場合 

施設の利用の承認等 ○  

法令等により地方自治体の長のみ

が行うことができる権限（使用料

の強制徴収、審査請求に対する決

定、行政財産の目的外使用許可

等） 

 ○ 

 

施設管理者賠償責任保険への加入 ○  

施設の火災共済保険の加入  ○ 

利用者満足度調査の実施 ○  

（５）管理に要する経費 

セミナーハウスの管理に要する経費は、利用料金収入、カフェレストラン運営収

入及び県から支払う委託料によって賄うこととします。このうち、指定期間中に県

が支払う委託料の額は、下記に定める額の範囲内で、応募事業者から各年度の希望

額の提案を求めます。 

なお、県からの委託料の具体額は事業計画書で提示された額に基づき、指定管理

者と県との間で締結する協定書で定めます。 

       指定期間の委託料の上限額 １０８，４８０，０００円 

      （３年間の総額。消費税及び地方消費税（１０％）を含む。） 

① 利用料金制（承認料金制）の採用  

      施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）は、指定管理者が自らの収

入として収受するものとします。利用料金の額は、ＮＡＦＩＣ条例及び運営規則に

定める使用料の額の範囲内で、あらかじめ知事の承認を得て指定管理者が定めるも

のとします。（なお、使用料の額は消費税及び地方消費税を含む額です。） 

なお、令和９年４月１日施行のＮＡＦＩＣ条例及び運営規則の改正により、セ

ミナールーム、調理実習室及び宿泊室並びに一部備品の使用料を改定していま

す。また、運営規則において宿泊室の使用料に係る「特定日」を定めていますの

で、利用料金の設定にあたっては、これらを踏まえて提案してください。 

一度承認された利用料金の額は、不測の事態が発生した場合を除き、指定期間中

は、引上げできません。このことを踏まえた上で、収支計画を立て、利用料金の提

案をしてください。なお、不測の事態により利用料金の見直しが必要となった場合

であって、知事が必要と認める場合は、県と指定管理者において協議のうえ、必要

な措置を講じるものとします。 

② 利用料金以外の収入 

利用料金収入、カフェレストラン運営収入以外の行政財産使用料は、県の収入と

して収受し、県へ納付してください。また、指定管理者が自ら実施する自主事業の
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収入及び経費については、委託料の積算には含めません。 

③ 委託料の精算 

ア 利用料金収入や自主事業収入の増加、経費の節減など指定管理者の経営努力

によって生み出された剰余金については、原則として精算による返還は求めま

せんので、休館日や開館時間の変更、自主事業の実施など、利用促進のための

積極的な提案を求めます。また、利用料金収入の減少など指定管理者の運営に

起因する不足額が生じた場合であっても、原則として補填は行いません。 

ただし、委託料上限額の積算には、各年度、指定管理者が実施する修繕に要

する費用として令和９年度は４，６１０千円、令和１０年度は４，７１１千

円、令和１１年度は４，８１５千円を含んでおり、修繕で使用しなかった額に

ついては、原則として各年度ごとに精算するものとします。（指定期間の最終

年度を除き、使用しなかった額を翌年度に繰り越して使用できるように運用す

ることは可能） 

イ  災害等不測の事態が発生した場合は、県と指定管理者において協議のうえ、

委託料を増減する場合があります。 

④ その他 

ア  年度区分 

        経理は会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに区分してくださ

い。また、県が支払う委託料の支払時期は、原則として四半期毎の前払いとな

ります。なお、詳細は別途締結する協定書で定めます。 

イ 会計区分 

       施設管理業務に係る会計は、法人等の他の事業（自主事業を含みます。）の

会計とは区分して経理してください。 

（６）造作、模様替え 

     指定管理者は、造作を設置し、又は模様替えを実施する等、現状を変更しようとす

る場合は、あらかじめ関係資料を県に提出し、県の承諾を得なければなりません。な

お、造作、模様替え等に要する費用は、すべて指定管理者が負担するものとします。 

また、指定管理が終了する際には、指定管理終了日までに指定管理者が設置した造

作その他設備及び指定管理者の所有物の一切を、指定管理者の負担により撤去し、原

状回復を行わなければなりません。指定管理終了日までに撤去されない場合、指定管

理者がこれらの所有権を放棄したものとみなし、指定管理者の負担において、県が任

意に処分できるものとします。 

（７）損害賠償義務、不可抗力等発生時の対応に関する事項 

① 損害賠償義務 

指定管理者は、故意又は過失により施設等を損傷し、又は滅失したときは、指定

管理者の負担により原状回復しなければなりません。また、県に別に損害が生じた
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場合はその損害を賠償しなければなりません。 

また、業務の実施において、第三者に損害が生じた場合、指定管理者はその損害

を賠償しなければなりません。ただし、その損害が指定管理者の責めに帰すことが

できない事由による場合は、その限りではありません。 

県は、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対

して賠償した場合、指定管理者に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生

した費用を求償することができるものとします。 

② 不可抗力等発生時の対応 

       不可抗力（自然災害、暴動・テロ等の人災、第三者による不法行為その他県及び

指定管理者の責めに帰すことのできない事由をいう。）が発生した場合、指定管理

者は速やかに県へ報告を行い、不可抗力の影響を早期に除去するための対応措置そ

の他必要な対応措置をとるとともに、不可抗力により発生する損害及び増加費用を

最小限にするよう努力しなければなりません。また、不可抗力等の発生に起因し、

県が施設の利用制限、応急活動への参加を要請したときは、これに最大限協力して

ください。 

法令改廃により、対応措置が必要となった場合、指定管理者は、速やかに必要な

対応措置をとらなければなりません。 

不可抗力等の発生に起因して県、指定管理者又は第三者に損害や増加費用が発生

した場合、県と指定管理者は協議を行い、不可抗力等の判定や費用負担等を決定す

るものとします。 

前記の協議の結果、不可抗力等の発生により本業務の一部の実施ができなくなっ

たと認められた場合、指定管理者は不可抗力等により影響を受ける限度において本

協定に定める義務を免れるものとします。 

指定管理者が不可抗力により業務の一部を実施できなかった場合、県は、指定管

理者との協議の上、指定管理者がこれにより免れた業務に係る費用の額を委託料か

ら減額することができるものとします。 

（８）納税義務 

指定管理業務の実施に伴い指定管理者に生じる納税義務については、適正に対応し

てください。 

税の滞納が無いことを応募資格要件の一つとしておりますが、指定後においても、

税の滞納は指定の取消要件の一つとなります。 

 

４ 申請の手続き 

（１）応募資格 

① 奈良県内に事務所を置く、又はこの指定管理業務にかかる協定書を締結する日ま

でに事務所を置こうとする法人等の団体であること。（法人格の有無は問いません
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が、個人での応募はできません。） 

② 次に該当する法人等は応募することができません。 

     ア 奈良県議会の議員、知事、副知事並びに地方自治法第180条の５第１項及び第

２項に規定する委員会の委員又は委員が無限責任社員、取締役、執行役若しく

は監査役又はこれらに準ずべき者、支配人及び清算人(以下「役員等」とい

う。)であり、主として公の施設の指定管理業務を行う法人。ただし、知事、副

知事並びに同条第１項及び第２項に規定する委員会の委員又は委員が役員等で

ある法人で地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第122条に規定するもの(県

が出資しているものに限る。)については、この限りでない。 

      イ 地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により、本県における一般競争入

札の参加を制限されている法人等 

        ウ 奈良県から入札参加資格停止措置を受けている法人等 

        エ 会社更生法、民事再生法又は商法に基づき更生、再生又は会社整理の申立手

続きをしている法人等 

        オ 奈良県税（奈良県内に事業所を有しない者にあっては、本店の所在する都道

府県の都道府県税）、法人税、消費税（地方消費税含む）及び市町村税（奈良

県内の市町村に納税義務の生じたものに限る。）を滞納している法人（法人格

のない団体にあっては代表者が奈良県税＜奈良県に住所を有しない者にあって

は、住所の存する都道府県の都道府県税＞、所得税、消費税＜地方消費税含む

＞及び市町村税＜奈良県内の市町村に納税義務の生じたものに限る。＞を滞納

している団体） 

      カ 役員に法律行為を行う能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び禁固

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から２年を経過しない者がいる法人等（法人格のない団体にあっては代表者

が上記要件に該当する団体） 

        キ 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所

の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者をい

う。以下同じ。）が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定す

る暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

者をいう。以下同じ。）である法人等 

      ク 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴

力団員等が経営に実質的に関与している法人等 

        ケ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用している法人等 

        コ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与
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するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与して

いる法人等 

        サ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい

る法人等 

③ 複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、次の事項について留意して

ください。 

ア 代表団体を選出し、県とのやり取りについては代表団体が行うこと。 

イ グループには適切な名称を付け、その名称で申請すること。ただし、申請書

の記名押印等については、構成員全員が行うこと。 

ウ 構成員全員が上記②に該当しないこと。 

エ （４）④３）添付書類の提出書類中ア～クについては、構成員それぞれにつ

いて提出すること。 

オ 一申請者一提案 

             申請については、一申請者につき一提案に限ります。また、当然グループの

構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で申請を行うことはできま

せん。また、構成員のいずれかが、上記②ア～サのいずれかに該当する場合は

応募することができません。 

（２）現地説明会 

    現地説明会を次の通り開催します。応募予定者はできる限り参加してください。参

加人数については、１申請者につき２名までとしてください。 

① 開催日時  令和８年８月５日（水）午前11時～ 

② 開催場所  なら食と農の魅力創造国際大学校 図書ラウンジ 

（桜井市大字高家２２１７） 

③ 内  容  指定管理者募集にかかる趣旨説明 

④ 参加申込  参加を希望される場合は、８月３日（月）午後５時までに現地説明

会参加申込書（様式１）を、８問い合せ先に電子メールで提出し、

電話にて送付した旨を連絡してください。 

⑤ 留意事項    ・当日は質疑時間を設けず、質問事項については、（３）により文

書による受付・回答を行うものとします。 

・当日募集要項等は配付しませんので、各自お持ちください。 

（３）質問事項の受付等 

     応募にあたって、ご質問等がある場合は、下記のとおり受け付けます。 

① 受付期間     令和８年７月３０日（木）～８月１２日（水）午後５時まで 

② 提出方法    質問連絡票（様式２）に記入し、８問い合せ先に電子メールにより

提出してください。なお、件名に「ＮＡＦＩＣ附属セミナーハウス

指定管理者募集に関する質問」と記入してください。 
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③ 回答方法   質問に対する回答は、質問者に対して個別には行わず、県ホームペ

ージ上において、令和８年８月２１日（金）を目途に質問の要旨と

併せて掲載します。なお、質問者名は掲載しません。 

（４）申請書類の提出 

    申請にあたり、応募者は、必ず申請書類を県に提出してください。 

① 受付期間  令和８年９月２４日（木）～ ９月３０日（水） 

                 ※各日、午前９時～午後４時まで（土・日・祝日を除く） 

② 提 出 先   ８問い合せ先に同じ 

③ 提出方法  指定する書類一式を持参により提出いただくか、郵送の場合は書留

郵便により提出期限である９月３０日（水）午後４時必着としま

す。 

④ 提出書類    

     申請にあたっては、以下の書類等を県に提出してください。なお、提出書類

は、原則として日本工業規格Ａ４版で作成してください。 

    １）指定管理者指定申請書（様式３） 

    ２）事業計画書 

・業務を行うにあたっての基本方針（様式８－１） 

・施設の維持管理計画、管理執行体制（様式８－２） 

・設置目的の効果的な達成（様式８－３） 

・広報・誘客の取組（様式８－４） 

・効率的な管理運営（様式８－５） 

・収支計画（様式８－６） 

・年度別収支計画（様式９） 

    ３）添付書類 

ア 法人等の団体概要書（様式４） 

イ 法人等の定款若しくは寄付行為又はこれらに準ずる書類 

ウ 申請者の資格を証する書類 

 ・法人にあっては、申請日前３ヶ月以内に交付された登記事項証明書 

  ・法人格のない団体にあっては、申請日前３ヶ月以内に交付された代表者

の住民票の写し（ただし、代表者が外国人である場合にあっては、在留

カード又は特別永住者証明書の写し） 

エ 事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書その他法人等の事業及び

財務の状況を明らかにすることができる書類（直近の３年度分） 

オ 今年度の事業計画書及び収支予算書 

カ 法人等の役員名簿（監事、監査役を含む） 

※名簿には、氏名のほかに、よみがな、生年月日を記載すること 
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キ 応募資格②オに該当しない（国税及び地方税に滞納がない）ことを証明す

る書類 

ク 応募資格②（欠格条項）に該当しない旨の申立書（様式７） 

ケ グループで申請する場合、グループ構成員表（様式５）、グループ委任状

（様式６）、グループ協定書の写し（参考様式あり） 

コ 類似施設の管理運営実績（様式１０） 

サ 総括責任者の業務実績（様式１１） 

４）社会的な価値の勘案基準に関する書類 

  ※別添１「奈良県公契約条例における社会的な価値の勘案基準」を参照し

てください。 

ア 評価項目算定資料一覧表（様式１２） 

〈標準配点コース〉の場合 

イ 奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録証書の写し（登録がある

場合のみ提出） 

ウ えるぼし、プラチナえるぼし、トライくるみん、くるみん、プラチナ

くるみんのいずれかの認定通知書の写し（登録がある場合のみ提出） 

エ 女性活躍推進法又は次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行

動計画策定届の写し（策定している場合のみ提出） 

オ 障害者雇用状況に関する報告書 

・障害者雇用状況報告書（直近報告分令和８年６月１日現在）の写し＜

国への報告義務がある応募者の場合＞ 

・障害者雇用状況報告書＜国への報告義務がない応募者用＞（第１号様

式） 

カ 障害者職場実習実施に関する証明書（第２号様式）又は受入にあたり

支援機関等が作成した依頼文書、業務日報（作成者を明らかにしたも

の）等の写し（実績がある場合のみ提出） 

キ 障害者就労施設等への物品調達、業務委託等の発注実績報告書（第３号

様式）及び添付書類（契約書、納品書、請求書、領収書等の写し）

（実績がある場合のみ提出） 

ク 保護観察対象者等雇用に関する証明書（第４号様式） 

ケ ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１、ＫＥＳ、エコステージのい 

ずれかの環境マネジメントシステムの登録証又は認証書の写し（登録又

は認証がある場合のみ提出） 

コ 人権研修実施報告書（第５号様式）及び添付書類（実績がある場合の 

み提出） 

〈総合力評価コース〉の場合 
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サ 奈良県ＳＤＧｓ企業認証書の写し 

シ 指定条件①「労働環境の整備」の取組が確認できる書類（イ、ウ、エの

うち１つ以上） 

ス 指定条件②「雇用機会の拡充」の取組が確認できる書類（オ、クのうち

１つ以上） 

  ⑤ 提出部数   正本１部及び副本15部 

           （詳しくは、なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウ

ス指定管理者募集に関する様式集を確認してください。） 

  ⑥ 辞    退    申請書類提出後に応募を辞退する場合は、辞退届（任意様式）を

提出してください。 

 

（５）留意事項 

   ・提出書類に虚偽の記載があった場合又は申請に際して公正な競争を制限する行為を

行った場合は、失格とします。 

・応募は、一団体につき一提案に限ります。一度提出された書類の内容を変更するこ

とはできません。 

   ・事業計画書等の提出書類の著作権は申請者に帰属するものとします。ただし、県が

指定管理者の選定結果の公表等において必要と認めるときは、申請者の申請書類の

一部又は全部を無償で使用できるものとします。 

   ・実用新案権、意匠権、商標権、その他法令に基づいて保護される第三者の権利の対

象となっている事業手法、維持管理手法等を使用した結果生じた責任は、申請者が

負うものとします。 

   ・提出された書類等は、個人に関する情報等奈良県情報公開条例第７条に規定する不

開示事項を除き、情報公開請求に応じて、公開されることがあります。 

   ・提出書類は返却しません。 

   ・申請等に要する経費は申請者の負担とします。 

 

５ 選定方法 

   指定管理者の選定は、学識経験者等外部委員で構成する「なら食と農の魅力創造国際

大学校附属セミナーハウス指定管理者選定審査会」（以下「選定審査会」という。）に

おいて、下記の選定審査基準に基づき審査します。 

選定にあたっては、まず提案内容が指定管理候補者としてふさわしく、総合的に高い

水準にあると認められる事業者を選定します。 

その上で、当該事業者の中から、提案価格が最も低い事業者を指定管理候補者として

選定します。なお、提案価格が同額の場合は、評価点の高い事業者を指定管理候補者と

して選定します。 
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選定審査会で指定管理候補者を選定した後、知事が予定者を決定し、奈良県議会の議

決を経て指定します。なお、指定後速やかに奈良県公報において告示します。 

（１）選定審査基準及び審査のポイント・着眼点並びに配点 

   下記の項目等について、適切に述べられているか、具体的に示されているか等を評

価します。 

  ① 選定審査基準・審査のポイント、着眼点等 

   ・住民の平等利用の確保 

   ・施設の維持管理計画、管理執行体制 

   ・設置目的の効果的達成 

   ・広報・誘客の取組 

   ・効率的な管理運営 

   ・業務を安定して行う能力 

   ・社会的評価 

   選定審査基準及び審査のポイント・着眼点並びに配点については、別紙５を参照し

てください。 

（２）選定の手続き 

① 書類審査（一次審査） 

      応募資格及び事業計画書の内容等の形式的な審査をします。応募資格の不適合者

は失格とします。また、委託料提案額が上限を超えている場合や「業務仕様書」に

反する事業計画、実現不能な収支計画、公序良俗に反した事業計画等、明らかに不

適切な事業計画を提出した応募者は落選とします。 

一次審査の結果は令和８年１０月１６日（金）（予定）までにそれぞれの申請者に

文書で連絡します。 

② プレゼンテーション（二次審査） 

書類審査（一次審査）を通過した応募事業者は、選定審査会の委員に対して直接

プレゼンテーションを行っていただきます。その後、選定審査会において総合的に

審査し、指定管理候補者として選定します。 

プレゼンテーションの実施日程については令和８年１０月３０日（金）を予定し

ていますが、詳細は一次審査の結果通知の際に併せて連絡します。（奈良市内を予

定。） 

二次審査の結果は、令和８年１１月中旬～下旬を目途にすべての二次審査参加者

（プレゼンテーション参加者）に文書で連絡します。 

   ③ 選定審査会の会議は非公開にて行います。 

④ 応募者が一者のみであった場合においても、応募資格に適合しているかどうか、

事業計画書の内容等が選定審査基準に適合しているかどうか等について、選定審査

会において審査します。 



- 19 - 
 

 

６ 指定後の手続き 

（１）協定の締結 

      業務内容に関する細目的事項等について、指定管理者と県との間で協議の上、協定

を締結します。 

   締結する協定は、奈良県公契約条例第２条第２項に定める特定公契約です。 

      協定の主な内容は下記のとおりです。 

① 業務の範囲と実施条件に関する事項 

② 業務の実施にあたっての留意事項 

③ 業務実施に係る報告事項等 

④ 委託料及び利用料金に関する事項 

⑤ 損害賠償及び不可抗力に関する事項 

⑥ 指定期間の終了に関する事項 

⑦ その他指定の取消等に関する事項  など 

（２）協定が締結できない場合の措置等 

      指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取

り消し、協定を締結しないことがあります。 

① 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

② 財務状況の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき 

③ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認

められるとき 

（３）引継ぎ 

      指定管理者は、指定期間の開始日から円滑に業務が実施できるよう、協定締結後速

やかに前管理者との間で引継ぎを行うものとします。 

（４）その他 

      県は、管理の適正を期するため、指定管理者に対して、管理の業務又は経理の状況

に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることがあります。 

      指定管理者が行う公の施設の管理の業務等については、監査委員、包括外部監査

人、個別外部監査人による監査の対象となる場合があります。 

 

７ その他 

（１）業務の継続が困難になった場合の措置等 

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速

やかに県に報告しなければなりません。その場合の措置は次のとおりです。 

なお、指定管理者からの報告がなくても、実地調査等により同様の状況を県が了知

した場合も同様とします。 
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① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又

はそのおそれが生じた場合には、県は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行

い、期間を定めて改善策の提出及び実施を求めることができます。この場合、指

定管理者がその期間内に改善することができなかった場合等には、県は指定管理

者の指定の取消し又は業務の全部又は一部の停止を命じることができるものとし

ます。 

② 指定が取り消された場合等の賠償 

上記①により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停止

された場合、指定管理者は、県に生じた損害を賠償しなければなりません。 

③ 不可抗力等による場合 

不可抗力その他県又は指定管理者の責めに帰することができない事由によ

り、業務の継続が困難となった場合、県と指定管理者は、業務継続の可否等に

ついて協議を行うものとします。 

（２）応募資格の欠格条項に該当することとなった場合の措置等 

     指定管理者は、４申請の手続き（１）応募資格の②アからサに掲げる要件に該当す

ることとなった場合は、速やかに県に報告しなければなりません。その場合の措置は

次のとおりです。 

      なお、指定管理者からの報告がなくても、実地調査等により同様の状況を県が了知

した場合も同様とします。 

    ① 指定管理者が、４申請の手続き（１）応募資格②アからカに掲げる要件に該当

することとなった場合には、県は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、

期間を定めて改善策の提出及び実施を求めることができます。この場合、指定管

理者がその期間内に改善することができなかった場合等には、県は指定管理者の

指定の取消し又は業務の全部又は一部の停止を命じることができるものとしま

す。 

また、４申請の手続き（１）応募資格②キからサに該当することとなった場合

には、県は直ちに指定管理者の指定を取り消すことができるものとします。 

② 指定が取り消された場合等の賠償 

上記①により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停止

された場合、指定管理者は、県に生じた損害を賠償しなければなりません。 

（３）その他協議すべき事項 

      協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、県及び指定管理者双方が誠意を

持って協議するものとします。 

（４）業務の引継ぎ 

      指定期間の終了又は指定の取り消しにより、次期指定管理者に業務を引継ぐ場合は
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円滑な引継ぎに協力してください。 

 

８ 問い合せ先 

    奈良県 食農部 豊かな食と農の振興課 企画係 

    〒630-8501 奈良市登大路町３０番地 

電話番号 0742-27-5424（ダイヤルイン）※平日 8:30～17:15 

メールアドレス housyokunou@office.pref.nara.lg.jp 

ホームページ http://www.pref.nara.lg.jp/n116/p048000.html 

 

９ スケジュール 

    募集要項の配布         令和８年７月３０日（木）～９月３０日（水） 

   現地説明会参加申込期限        ８月３日（月） 

   現地説明会             ８月５日（水） 

   質問事項受付期間                  ７月３０日（木）～８月１２日（水） 

   申請書受付期間                      ９月２４日（木）～９月３０日（水） 

   一次審査結果通知                    １０月１６日（金）※予定 

   プレゼンテーション                 １０月３０日（金） 

   二次審査結果通知                   １１月中旬～下旬 

   指定管理者指定議決                 １２月中旬               

   指定管理者指定告示                 １２月中旬 

   協定書締結                     ２月下旬～３月上旬 

   指定管理者業務開始         令和９年４月１日（木） 

 

10 募集要項に添付する資料、様式等 

  別紙資料、様式集及び別添「業務仕様書」も募集要項と一体をなすものとします。 


